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平成 17 年 2 月 9 日 

 

平成 17 年 9 月期 第 1四半期業績状況 

 

上場会社名 株式会社ライブドア 

（コード番号 ４７５３） 

（URL       http://corp.livedoor.com/） 

本店所在地 東京都新宿区歌舞伎町二丁目 16 番 9 号 

問 合 せ 先      取 締 役   熊谷 史人 

ＴＥＬ       (03)5788－4753 
 

1． 業績 

（１）平成 17 年 9 月第 1四半期の業績（平成 16 年 10 月 1 日～平成 16 年 12 月 31 日） 

                                   単位：百万円 

 平成 16 年 9月期 

第 1四半期 

自 平成 15 年 10 月 1 日

至 平成15年12月 31日

平成 17 年 9月期 

第 1四半期 

自 平成 16年 10月 1日

至 平成16年12月31 日

対前年増減率 

（％） 
前期（通期） 

売 上 高 2,122 2,287 7.8 10,810

営 業 利 益 215 △339 ― 1,741

経 常 利 益 404 △511 ― 1,410

四半期（当期）純利益 335 △611 ― 1,210

総 資 産 18,201 70,269 286.1 58,544

株 主 資 本 12,187 53,632 340.0 51,129

(注) 平成 16 年 9 月期第 1四半期及び平成 17 年 9 月期第 1四半期については、東京証券取引所「上場有価証券の発行者

の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱別添：四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく会計監

査人の手続きを実施しております。 

 

（２）部門別売上高 

単位：百万円 

平成 16 年 9月期 

第 1四半期 

自 平成 15 年 10 月 1 日

至 平成 15 年 12 月 31 日

平成 17 年 9月期 

第 1四半期 

自 平成 16 年 10 月 1 日 

至 平成 16 年 12 月 31 日

前期（通期） 

 

金額 構成比(%) 金額 構成比(%)

対前年 

増減率 

（％） 

金額 構成比(%)

コンサルティング事業 249 11.8 185 8.1
△25.6 

1,187 10.9

モバイルソリューション事業 82 3.9 154 6.7
86.4 

847 7.8

ネットワークソリューション事業 658 31.0 808 35.3 22.7 3,445 31.9

ネ ッ ト メ デ ィ ア 事 業 527 24.8 427 18.7 △18.9 2,698 25.0

イ ー コ マ ー ス 事 業 200 9.5 295 12.9 47.1 914 8.5

ソ フ ト ウ ェ ア 事 業 404 19.0 417 18.2 3.2 1,716 15.9

合 計 2,122 100.0 2,287 100.0 7.8 10,810 100.0 
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2. 業績の状況 

第１四半期の業績の概況 

2004 年に入り順調に回復した日本経済でしたが、年末にかけて海外景気の減速や鋼材価格の高騰の煽りを受け、製造

業を中心に減速感が漂ってきています。個人消費においても、賃金の伸び悩みに加え、雇用の回復が鈍化するなど、依然

として厳しい状態を脱していません。対照的に、インターネット業界におきましては、廉価な DSLや光回線接続サービ

スなどブロードバンド人口の急増により、EC やオンライン広告の取引額は最大規模に達しました。特に、画像、音楽、

ゲームなどのソフト分野での成長は著しく、様々な ECサイトが誕生しています。今後は、携帯電話などのユビキタス化

の流れも加わり、個人ごとに差別化された、より高度なビジネスの展開が求められます。 

 

当社は、今後もより斬新かつ使いやすい製品・サービスを提供するため、M&A によるビジネス基盤の拡大を図るとともに、新技

術への投資を積極的に行って参りました。その結果、当第 1四半期業績は、売上高 2,287 百万円(前年同期比 7.8％増)、経常損

失 511 百万円（前年同期は 404 百万円の経常利益）、第 1 四半期純損失 611 百万円（前年同期は 335 百万円の第 1 四半期純

利益）となりました。 

 

 

3. 通期の見通し 

わが国の経済は、材料価格の高騰や、海外景気の減速、輸出の低下、自然災害など、徐々に調整基調が強くなってきました。

しかし、インターネット業界におきましては、世界最高水準のブロードバンド普及率を背景に、EC や情報サービスをはじめあらゆ

る分野で急速に成長していくものと見込んでいます。このような情勢の中、当社では、ポータルサイト「livedoor」を核に、金融、

OS・ソフト、情報サービスなど、様々な分野において、斬新かつ使いやすい製品・サービスを投入していくとともに、より収益率の

高いビジネスモデルの構築を目指して参ります。 

 

この結果、通期（平成 16年 10月 1日～平成 17年 9月 30日）の個別業績見通しにつきましては、下記のとおり修正いたします。 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

百万円 百万円 百万円
通期 

12,000 1,800 700 

 

（注）前述の通期の見通しに記載されている、将来の業績に関する計画、戦略や確信は過去の事実ではなく、経営者が現

在入手可能な情報から判断した仮定や確信に基づく見通しであり、リスクや不確実性を含んでいます。
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 4．財務諸表 

 

 

(単位　千円)

構成比 構成比 構成比

Ⅰ

1 買 掛 金 ※3 279,967 755,239 183,488

2 短 期 借 入 金 - 800,000 -

3 一年以内返済予定長期借入金 877,920 320,970 956,920

4 一 年 以 内 償 還 予 定 社 債 400,000 150,000 400,000

5 未 払 金 5,842 9,513 6,681

6 未 払 費 用 ※3 1,122,086 468,992 1,268,591

7 未 払 法 人 税 等 950 23,979 476,082

8 前 受 金 60,329 61,499 64,864

9 預 り 金 52,920 18,127 48,311

10 前 受 収 益 - 835 -

11 賞 与 引 当 金 39,173 27,237 127,156

12 返 品 調 整 引 当 金 7,248 83,113 18,000

13 そ の 他 38,980 36,439 19,585

2,885,415 4.1 2,755,949 15.1 3,569,681 6.1

Ⅱ

1 長 期 借 入 金 12,006,780 331,120 2,100,100

2 社 債 1,700,000 2,800,000 1,700,000

3 繰 延 税 金 負 債 44,826 126,834 44,826

13,751,606 19.6 3,257,954 17.9 3,844,926 6.6

16,637,022 23.7 6,013,904 33.0 7,414,608 12.7

Ⅰ ※4 24,030,702 34.2 4,675,554 25.7 23,967,388 40.9

Ⅱ

1 24,856,449 3,024,613 21,809,543

2

(1) 合 併 差 益 3,848 3,848 -

(2) 資本金及び資本準備金減少差益 3,326,975 3,326,975 3,326,975

3,330,824 3,330,824 3,326,975

28,187,274 40.1 6,355,437 34.9 25,136,519 42.9

Ⅲ

1 1,420,811 1,158,137 2,032,520

1,420,811 2.0 1,158,137 6.4 2,032,520 3.5

Ⅳ △ 5,346 △ 0.0 - - △ 5,346 △0.0

Ⅴ ※6 △ 1,308 △ 0.0 △ 1,308 △ 0.0 △ 1,308 △0.0

53,632,132 76.3 12,187,820 67.0 51,129,773 87.3

70,269,155 100.0 18,201,724 100.0 58,544,381 100.0

流 動 負 債

（資　本　の　部）

負 債 合 計

（負　債　の　部）

固 定 負 債

金額 金額

第9期　第1四半期
前事業年度の
要約貸借対照表

（平成15年12月31日現在） （平成16年9月30日現在）

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

第10期　第1四半期

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金 合 計

資 本 準 備 金

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 金

自 己 株 式

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

第 1 四 半 期 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

（平成16年12月31日現在）

金額

利 益 剰 余 金 合 計

期別

科目

期別

科目

（1）貸借対照表
(単位　千円)

構成比 構成比 構成比
％ ％ ％

Ⅰ

1 現 金 及 び 預 金 22,263,744 4,957,439 30,871,557

2 売 掛 金 ※3 2,142,964 2,226,526 2,111,180

3 有 価 証 券 205,784 60,226 176,174

4 短 期 貸 付 金 ※3 3,492,971 1,593,876 437,971

5 た な 卸 資 産 942,061 890,243 838,993

6 前 払 金 ※3 47,192 - -

7 立 替 金 ※3 613,406 159,027 273,486

8 未 収 入 金 ※3 2,088,418 1,240,233 4,216,747

9 繰 延 税 金 資 産 157,445 75,754 157,445

10 そ の 他 154,994 145,822 1,113,823

11 貸 倒 引 当 金 △ 2,327 △ 2,229 △ 1,972

32,106,657 45.7 11,346,921 62.3 40,195,407 68.7

Ⅱ

1 有 形 固 定 資 産 ※1 711,644 1.0 63,335 0.3 680,234 1.2

2 無 形 固 定 資 産 1,320,977 1.9 1,021,556 5.6 1,117,879 1.9

3 投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 投 資 有 価 証 券 68 3,500,068 68

(2) 関 係 会 社 株 式 32,913,044 1,885,751 14,647,150

(3) 出 資 金 420,492 153,473 128,292

(4) 長 期 貸 付 金 ※3 2,205,655 - -

(5) 長 期 債 権 - 500 -

(6) 差 入 保 証 金 426,579 157,125 420,279

(7) そ の 他 400 280 1,150,370

(8) 貸 倒 引 当 金 △ 19,320 - -

35,946,918 51.1 5,697,198 31.3 16,346,160 27.9

37,979,540 54.0 6,782,091 37.3 18,144,275 31.0

Ⅲ

1 36,279 72,711 42,223

2 146,677 - 162,475

182,957 0.3 72,711 0.4 204,698 0.3

70,269,155 100.0 18,201,724 100.0 58,544,381 100.0

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

社 債 発 行 費

（平成15年12月31日現在） （平成16年9月30日現在）

第9期　第1四半期
前事業年度の
要約貸借対照表

第10期　第1四半期

（平成16年12月31日現在）

固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

繰 延 資 産

新 株 発 行 費

金額 金額
（資　　産　　の　　部）

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

金額

繰 延 資 産 合 計

期別

科目科目
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(2) 損益計算書
(単位：千円）

百分比 百分比 百分比
％ ％ ％

Ⅰ 2,287,486 100.0 2,122,503 100.0 10,810,991 100.0

Ⅱ ※5 1,380,368 60.3 1,352,781 63.7 5,999,776 55.5

売 上 総 利 益 907,117 39.7 769,722 36.3 4,811,214 44.5

Ⅲ ※5 1,246,694 54.5 554,335 26.1 3,069,870 28.4

営 業 利 益 又 は 損 失 ( △ ) △ 339,577 △ 14.8 215,387 10.1 1,741,343 16.1

Ⅳ ※1 12,176 0.5 310,521 14.6 363,286 3.4

Ⅴ ※2 183,682 8.0 121,733 5.7 694,478 6.4

経 常 利 益 又 は 損 失 ( △ ) △ 511,083 △ 22.3 404,175 19.0 1,410,151 13.0

Ⅵ ※3 11,221 0.5 182,113 8.6 1,390,543 12.9

Ⅶ ※4 109,968 4.8 250,504 11.8 1,204,085 11.1

税 引 前 第 1 四 半 期 ( 当 期 )
純 利 益 又 は 純 損 失 ( △ ) △ 609,831 △ 26.6 335,784 15.8 1,596,609 14.8

法人税、住民税及び事業税 1,878 - 546,502

法 人 税 等 調 整 額 - 1,878 - - - - △160,060 386,442 3.6
第 1 四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益
又 は 純 損 失 ( △ )

△ 611,709
△ 26.6

335,784 15.8 1,210,167 11.2

前 期 繰 越 利 益 2,032,520 822,353 822,353

第1四半期(当期)未処分利益 1,420,810 1,158,137 2,032,520

第 10 期　第1四半期

自　平成16年10月 1日

至　平成16年 12月31日

金額

前事業年度の
要約損益計算書

自　平成15年10月 1日

至　平成16年 9月30日

金額

第 9 期　第1四半期

金額

自　平成15年10月 1日

至　平成15年 12月31日

特 別 損 失

売 上 高

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 原 価

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

期別

科目

期別

科目
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（重要な会計方針） 

   期  別 

 

項  目 

第１０期 第 1 四半期 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１６年１２月３１日 

第９期 第 1四半期 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１５年１２月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

１．有価証券の評価基準

及び評価方法 

 

(1) 子会社株式及び関連会社
株式 

総平均法による原価法 

(2) その他有価証券 
①時価のあるもの 

期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は総

平均法により算出） 

②時価のないもの 

総平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社
株式 

同左 

(2) その他有価証券 
①時価のあるもの 

 同左 

 

 

 

 

②時価のないもの 

同左 

(1) 子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

(2) その他有価証券 
①時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

②時価のないもの 

   同左 

２．デリバティブ等の評

価基準及び評価方法 

(1)デリバティブ 

 時価法 
(1)デリバティブ 

 同左 

(1)デリバティブ 

 同左 

３．たな卸資産の評価基

準及び評価方法 

(1)商 品  

先入先出法に基づく原価法 

(2)仕掛品  

個別法による原価法 

(3)貯蔵品  

先入先出法に基づく原価法 

(1)商 品  

同左 

(2)仕掛品  

同左 

(3)貯蔵品  

同左 

(1)商 品  

同左 

(2)仕掛品  

同左 

(3)貯蔵品  

同左 

４．固定資産の減価償却

方法 

 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。

  なお耐用年数は、以下の通

りです。 

    建物 15年 

  車両運搬具 6年 

  工具器具及び備品 2～8年

(2)無形固定資産  

定額法によっております。

ソフトウェア（自社利用

分）については、社内にお

ける利用可能期間（5年）

に基づく定額法によって

おります。 

営業権については、投資の

効果が及ぶ期間(5年)で均

等償却しております。 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。

  なお耐用年数は、以下の通

りです。 

    建物 15年 

  車両運搬具 6年 

  工具器具及び備品 4～8年

(2)無形固定資産  

同左 

 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。

  なお耐用年数は、以下の通

りです。 

  建物 15年 

車両運搬具 6年 

  工具器具及び備品 2～8年

(2)無形固定資産  

同左 

 

５．繰延資産の処理方法  (1)新株発行費 

新株発行費については、 

3年で均等償却しておりま

す。 

(追加情報) 

従来、新株発行費は発生時に

全額費用として処理しており

ましたが、前事業年度下期よ

り3年で均等償却する方法に

変更しております。 

従って前第1四半期は従来の

方法によっており、前第1四半

期と同一の方法を採用した場

合と比べ、当第1四半期の 

(1)新株発行費 

支出時に全額費用として処

理しております。 

(1)新株発行費 

新株発行費については、 

3年で均等償却しておりま

す。 

(会計方針の変更) 

従来、新株発行費は発生時に全

額費用として処理しておりま

したが、増資額の多額化に伴

い、新株発行費も多額となり、

金額的重要性が増したため、期

間損益計算の適正化を図るこ

とを目的として、下期より3年

で均等償却する方法に変更し

ております。 
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   期  別 

 

項  目 

第１０期 第 1 四半期 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１６年１２月３１日 

第９期 第 1四半期 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１５年１２月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

 経常利益及び税引前第1四半期

純利益は15,863千円少なく計

上されております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この方法により従来の方

法と比べ、経常利益及び税引

前当期純利益は、162,475千

円多く計上されております。

尚、新株発行費は従来より発

生時に全額費用として処理

しており、上期においても全

額費用として処理しており

ますが、下期における増資に

より多額の新株発行費が発

生したため、金額的重要性を

鑑み、下期において処理方法

を変更することとなりまし

た。上期において下期と同一

の会計処理を採用した場合、

経常利益及び税引前中間純

利益は39,839千円多く計上

されることになります。 

なお、未償却残高は繰延

資産の「新株発行費」とし

て独立掲記しております。 

 
 (2)社債発行費 

3年間で均等償却しております

(2)社債発行費 

同左 

 

(2)社債発行費 

同左 

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金  

債権の貸倒れによる損失

に備えて、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備

えるため、支給対象期間を基

礎に当期の負担に属する支

給見込額を計上しておりま

す。 

 (3)返品調整引当金 

ソフトウェアパッケージ

商品の返品による損失に備

えるため、過去の実績返品

率を勘案し、当該返品に伴

う売上総利益相当額を計上

しております。 

 

(1)貸倒引当金  

  同左 

 

 

 

 

 

 

 (2)賞与引当金 

同左 

 

 

 

 

 (3)返品調整引当金 

同左 

 

(1)貸倒引当金  

同左 

 

 

 

 

 

  

(2)賞与引当金 

同左 

 

 

 

  

(3)返品調整引当金 

同左 

７．外貨建ての資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建て資産及び負債につ

いては、主として期末日の直物

相場による円換算額を付して

おります。 

 

同左 外貨建て資産及び負債につ

いては、主として決算日の為替

相場による円換算額を付して

おります。 
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   期  別 

 

項  目 

第１０期 第 1 四半期 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１６年１２月３１日 

第９期 第 1四半期 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１５年１２月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

８．収益の計上基準 取引先の検収を要する受託

業務については、検収基準を採

用しております。 

 役務提供期間の定めのある

受託契約については、契約金額

を当該契約期間に按分して収

益計上しております。 

 製・商品サービスの提供につ

きましては、その内容に応じて

発生基準又は出荷基準を採用

しております。 

 ― 取引先の検収を要する受託

業務については、検収基準を採

用しております。 

 役務提供期間の定めのある

受託契約については、契約金額

を当該契約期間に按分して収

益計上しております。 

 また、損益計算の適正化を図

るために当期より製・商品サー

ビスの提供につきましては、そ

の内容に応じて発生基準又は

出荷基準を採用しております。

１０．リース取引の処
理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 同左 

 

同左 

１１．ヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たし

ている金利スワップについ

て特例処理を、振当処理の要

件を満たしている通貨スワ

ップについては振当処理を

採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段： 

デリバティブ取引 

（通貨スワップ取引、金利

スワップ取引） 

ヘッジ対象： 

キャッシュ・フローが固

定され、その変動が回避

されるもの。 

③ヘッジ方針 

当社の内規に基づき、キャ

ッシュ・フロー変動に対する

リスク回避を目的としてデリ

バティブ取引を利用してお

り、投機目的の取引は行って

おりません。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、その変動額の

比率によって有効性を評価し

ております。ただし、特例処

理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を

省略しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段： 

デリバティブ取引 

（通貨スワップ取引、金利

スワップ取引） 

ヘッジ対象： 

同左 

 

 

③ヘッジ方針 

 同左 

 

 

 

 

 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段： 

デリバティブ取引 

（通貨スワップ取引、金利

スワップ取引） 

ヘッジ対象： 

  同左 

 

 

③ヘッジ方針 

 同左 

 

 

 

 

 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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   期  別 

 

項  目 

第１０期 第 1 四半期 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１６年１２月３１日 

第９期 第 1四半期 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１５年１２月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

１０．その他四半期財務

諸表作成のため

の基本となる事

項 

(1)消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等および

仮受消費税等は相殺の上、流

動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

 

(2)税効果会計の適用について 

当第1四半期末における繰

延税金資産は、前期末残高で

評価しております。また、当

第1四半期における法人税等

調整額は認識しておりませ

ん。 

 

(3) 投資事業組合への出資金 
の会計処理 

投資事業組合への出資金

は、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし

て、損益帰属方式により取り

込む方法によっております。

(1)消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

同左 

 

 

 

 

(2)税効果会計の適用について 

同左 

 

 

 

 

 

 

(3) 投資事業組合への出資金 
の会計処理 

同左 

(1)消費税等の会計処理方法 

  消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。

 

 

 

 

 

(2) ― 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 投資事業組合への出資金

の会計処理 

同左 
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注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

第１０期 第 1 四半期 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１６年１２月３１日 

第９期 第 1四半期 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１５年１２月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

268,528千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

54,552千円 

 

※１有形固定資産の減価償却累計額 

204,515千円 

 

 

※２ 偶発債務 

 債務保証 

次の関係会社について、リース会社

からのリース物件に対し債務保証を

行なっております。 

 

 

保  証  先 金  額 内 容 

プロジー(株) 53,117千円 
リース債

務 

イーエックス 

コミュニケーシ

ョンズ（株） 

34,533千円 
リース債

務 

計  87,650千円 ― 

※２ 偶発債務 

  債務保証 

  次の関係会社について、リース会

社からのリース物件に対し債務

保証を行なっております。 

保  証  先 金  額 内 容

プロジー(株) 17,414千円
リ ー ス

債 務

計 17,414千円 ― 

 

 

※２ 偶発債務 

  債務保証 

  次の関係会社について、リース会

社からのリース物件に対し債務保

証を行っております。 

 

 

 

保  証  先 金  額 内 容

プロジー(株) 59,781千円
リース債

務 

イーエックス 

コミュニケーシ

ョンズ（株） 

36,561千円
リース債

務 

計 96,342千円 ― 

※３  関係会社に対する資産・負債 

    短期貸付金 3,492,971千円 

     売 掛 金   464,098千円 

    立 替 金  321,524千円 

   未 収 入 金 1,908,832千円 

   前 払 金    47,192千円 

      長期貸付金 2,185,655千円 

未 払 費 用   242,359千円 

      買 掛 金  183,576千円 

       

※３  関係会社に対する資産・負債 

    短期貸付金 1,593,876千円 

    売 掛 金   302,381千円 

    立 替 金  119,162千円 

   未 収 入 金   307,577千円 

   前 払 金     3,000千円 

      未 払 費 用   120,032千円 

※３  関係会社に対する資産・負債 

    短期貸付金   437,971千円 

    売 掛 金  213,107千円 

    立 替 金  185,759千円 

   未 収 入 金 3,834,928千円 

   前 払 金    13,000千円 

   未 払 費 用   267,646千円 

   買 掛 金     3,594千円 

※４ 授権株式数及び発行済株式数 

     授権株式数 

 普通株式  1,568,040,000株 

   発行済株式数    

普通株式 642,142,689.20株 

 

※４ 授権株式数及び発行済株式数 

     授権株式数 

  普通株式   1,568,040株 

   発行済株式数    

普通株式 519,073.80株 

※４ 授権株式数及び発行済株式数 

     授権株式数 

普通株式   1,568,040,000株 

   発行済株式数    

普通株式 606,338,630.80株 

※５ コミットメントライン（融資枠）契約 

当社は、運転資金等の効率的な調

達を行うため取引金融機関とコミ

ットメントラインを締結しており

ます。この契約に基づく当第1四半

期末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 
コミットメント

ラインの総額 
5,000,000 千円 

借入実行残高 ― 

差引額 5,000,000 千円 
 

※５ コミットメントライン（融資枠）契約 

当社は、運転資金等の効率的な調

達を行うため取引金融機関とコミ

ットメントラインを締結しており

ます。この契約に基づく当第1四半

期末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 
コミットメント

ラインの総額 
1,000,000千円

借入実行残高 ― 

差引額 1,000,000千円
 

※５ コミットメントライン（融資枠）契約 

  当社は、運転資金等の効率的な調

達を行うため取引金融機関とコミ

ットメントラインを締結しており

ます。この契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 
コミットメント

ラインの総額 
5,000,000千円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000,000千円
 

※６ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は普

通株式 30,616.60株であります。 

※６ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は普

通株式 30.50株であります。 

※６ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は普

通株式 30,608.80株であります。 
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（四半期損益計算書関係） 

第１０期 第 1 四半期 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１６年１２月３１日 

第９期 第 1四半期 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１５年１２月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

※１ 営業外収益の主要項目 

受 取 利 息    6,040千円 

 

 

※２ 営業外費用の主要項目 

支 払 利 息     34,079千円 

組  合  費  用      7,800千円 

支 払 手 数 料    118,871千円 

為 替 差 損      1,124千円 

新株発行費償却費     15,863千円 

社債発行費償却費      5,944千円 

 

※３ 特別利益のうち重要なもの 

関連会社買収手数料戻入 11,221千円 

                 

 

 

 

 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

買収関連手数料     84,100千円 

契約変更違約金     24,100千円 

 

 

※５ 減価償却実施額 

有形固定資産            66,781千円 

無形固定資産           16,159千円 

 

 

 

※１ 営業外収益の主要項目 

受 取 利 息   9,413千円 

受 取 配 当 金  300,000千円 

 

※２ 営業外費用の主要項目 

支 払 利 息     6,496千円 

新 株 発 行 費           26,391千円 

組  合  費  用    15,157千円 

支 払 手 数 料    58,731千円 

為 替 差 損     5,613千円 

繰延資産償却     9,343千円 

 

※３ 特別利益のうち重要なもの 

固定資産売却益     41,091千円 

貸倒引当金戻入益  141,021千円 

 

 

 

 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

営 業 権 償 却   179,255千円 

買収関連手数料    39,375千円 

 

 

※５ 減価償却実施額 

有形固定資産           5,216千円 

無形固定資産          5,704千円 

 

 

※１ 営業外収益の主要項目 

受 取 利 息    57,188千円

受 取 配 当 金    300,000千円

  

※２ 営業外費用の主要項目 

支 払 利 息      95,420千円

組  合  費  用      48,819千円

支 払 手 数 料     438,968千円

為 替 差 損         976千円

新株発行費償却費      71,225千円

社債発行費償却費      39,047千円

 

※３ 特別利益のうち重要なもの 

投資有価証券売却益     4,327千円

関係会社株式売却益 1,203,845千円

固定資産売却益    41,091千円

貸倒引当金戻入額  141,278千円

 

 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

買収関連手数料     253,306千円

営 業 権 償 却   179,255千円

投資有価証券評価損     617,908千円

 

※５減価償却実施額 

有形固定資産            88,790千円 

無形固定資産           19,977千円 
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(リース取引関係) 

第１０期 第 1 四半期 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１６年１２月３１日 

第９期 第 1四半期 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１５年１２月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

（単位：千円） 
 

 

取得価額 

相 当 額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高 

相 当 額 

建  物 343,153 257,365 85,788 

工 具 器 具 

及 び 備 品 
818,162 227,378 590,784 

機  械  

及 び 装 置 
114,311 62,201 52,109 

そ  の  他 114,619 18,259 96,359 

合    計 1,390,246 565,204 825,041 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

（単位：千円）
 

 

取得価額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

期末残高

相 当 額

建  物 343,153 142,980 200,172

工 具 器 具

及 び 備 品
290,024 72,028 217,996

機  械 

及 び 装 置
114,311 39,339 74,971

そ  の  他 11,395 2,039 9,355

合    計 758,884 256,388 502,496

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

（単位：千円）
 

 

取得価額 

相 当 額 

減価償却累

計額相当額

期末残高

相 当 額

建  物 343,153 228,769 114,384

工 具 器 具 

及 び 備 品 698,260 141,257 557,003

機  械 

及 び 装 置 114,311 56,486 57,825

そ  の  他 114,619 9,186 105,432

合    計 1,270,344 435,699 834,645

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：千円） 
 

１ 年 内  393,597 

１ 年 超 447,694 

合    計 841,292 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：千円）
 

１ 年 内  211,008

１ 年 超 303,377

合    計 514,385

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：千円）

１ 年 内  390,085

１ 年 超 459,338

合       計 849,423

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 

（単位：千円） 
 

支 払 リ ー ス 料 110,596 

減 価 償 却 相 当 額 105,297 

支 払 利 息 相 当 額 6,441 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

（単位：千円）
 

支 払 リ ー ス 料 56,095

減 価 償 却 相 当 額 52,779

支 払 利 息 相 当 額 4,376

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

（単位：千円）

 

支 払 リ ー ス 料 271,607

減 価 償 却 相 当 額 256,834

支 払 利 息 相 当 額 18,650

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法は利息法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
 同左 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

  同左 
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（有価証券関係） 

  当第 1四半期（自平成 16 年 10 月 1 日 至平成 16 年 12 月 31 日） 

子会社株式で時価のあるもの 

 

 

 

 

関連会社株式で時価のあるものはございません。 

 

 

前第1四半期（自平成15年10月1日 至平成15年12月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ございません。 

 

 

前事業年度（自平成 15 年 10 月 1 日 至平成 16 年 9月 30 日） 

子会社株式で時価のあるもの 

 

 

 

 

関連会社株式で時価のあるものはございません。 

 

 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 3,149,582 109,002,555 105,852,972

 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 3,149,582 5,574,114 2,424,531
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（１株当たり情報） 

第１０期 第 1 四半期 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１６年１２月３１日 

第９期 第 1四半期 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１５年１２月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

１株当たりの純資産額 

83円 52銭 

１株当たり第1四半期純損失 

98銭 

潜在株式調整後１株当たり第1四半期

純利益                         ― 

 

 潜在株式調整後1株当たり第1四半

期純利益の金額については、第1四半

期純損失が計上されているため記載

しておりません。 

 

 

 

 

１株当たりの純資産額 

 23,481円32銭

１株当たり第1四半期純利益 

 650円46銭

潜在株式調整後１株当たり第1四半期

純利益 

645円04銭

 

 平成15年12月31日付の株主に対し

て平成16年２月20日付をもってその

所有株式1株を100株の割合で分割い

たします。 

 なお、前期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定した場合における１株当

たり情報は以下のとおりとなります。

① １株当たり純資産額 

 当第1四半期       234円81銭 

 前第1四半期       146円25銭 

 前期         159円68銭 

② １株当たり第1四半期(当期) 

純損益 

 当第1四半期         6円50銭 

 前第1四半期       △56円54銭 

 前期          8円26銭 

③ 潜在株式調整後１株当たり第1四

半期(当期)純利益 

 当第1四半期       6円45銭 

前第1四半期         ―  

 前期          8円16銭 

※前第1四半期の潜在株式調整後１株

当たり第1四半期純利益の金額につい

ては第1四半期純損失が計上されてい

るため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 

   84円33銭

１株当たり当期純利益 

2円17銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

2円15銭

 

平成15年12月31日付の株主に対し

て平成16年2月20日をもってその所有

株式1株を100株の割合で分割いたし

ました。また、平成16年6月30日付の

株主に対して平成16年8月20日付をも

ってその所有株式数1株を10株の割合

で分割いたしました。 

なお、前期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定した場合における1株当た

り情報は以下のとおりになります。 

① １株当たり純資産額 

 前期          15円96銭 

② １株当たり当期純利益 

 前期              82銭 

③ 潜在株式調整後１株当たり当期 

 前期              81銭 

 
（注）1株当たり第1四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 

 

第１０期 第 1四半期 

自平成１６年１０月 １日

至平成１６年１２月３１日

第９期 第 1四半期 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１５年１２月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月１日 

至平成１６年 ９月３０日

１株当たり第1四半期(当期)純損益金額  

 第1四半期(当期)純損益（千円） △611,709 335,784 1,210,167

 普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ― 

普通株式に係る第1四半期(当期)純損益（千円） △611,709 335,784     1,210,167

 期中平均株式数（株） 623,959,766.10 516,226 558,805,127

潜在株式調整後１株当たり第1四半期(当期)純

利益金額 

 

第 1四半期(当期)純利益調整額（千円） ― ― ― 

普通株式増加数（株） 217,205 ― 5,130,859

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株

当たり第1四半期(当期)純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

新株予約権 

  (5,000,000 個) 
― 該当なし 
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（後発事象） 

第１０期 第 1 四半期 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１６年１２月３１日 

第９期 第 1四半期 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１５年１２月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

合弁会社の設立について 

当社は平成17年1月21日開催の取締役会にお

いて、メディア事業とネットバンキング、ロー

ン事業間のシナジー効果を目的とし、株式会社

ライブドアフィナンシャルホールディングスと

株式会社西京銀行との合弁会社による新銀行の

設立について協議致しました。 

出資比率：  

株式会社  ライブドアフィナンシャル 

ホールディングス  : 49% 

株式会社  西京銀行 :  51% 

ただし３年以内に当社が67％超となるよ

うな拘束新株発行契約締結 

新会社への出資金： 

株式会社ライブドアファイナンスより株

式会社 ライブドアフィナンシャルホー

ルディングスへ出資金相当額の貸付実施

予定 

役員人事： 

役員数については社長含め両社より同数

派遣 

資本金：1,000,000千円 

 

また下記の概要で銀行設立準備会社を設立する

旨基本合意に至りました。 

商号： 株式会社ライブドアネット決済企画 

資本金：2,000,000千円 

株主：  株式会社 ライブドアフィナンシャル 
ホールディングス  : 49% 

株式会社  西京銀行 :  51% 

設立： 平成 17年2月（予定）  

 

株式会社エイシスの完全子会社化について 

当社は平成17年1月18日開催の取締役会に

おいて、インターネット関連事業を行う株式

会社エイシスを、ネットメディア事業拡大の

目的として株式取得により完全子会社とする

ことについて決議いたしました。 

株式譲渡契約書の締結日 平成17年1月25日 

取得株式数 200株  

(発行済株式総数 200株) 

取得対価   1株につき 10,000千円  

 

株式会社ニッポン放送株式買付けについて 

 当社は子会社㈱ライブドア・パートナーズ

を通じて㈱ニッポン放送（東証２部）の普通

株式の買付けを下記の通り実施致しました。 

買付日   平成17年2月8日 

買付株数 普通株式 9,720,270株 

(発行済株式総数の29.6%) 

取得代金 58,825,133 千円 

資金調達 

上記株式取得目的の資金は、㈱ライ

ブドア・パートナーズがリーマン・

ブラザーズ証券会社の子会社から

600億円の融資を受けることにより

調達しております。 

株式交換について 

当社は平成16年2月5日開催の取締役会に

おいて、人材の派遣等を行う株式会社トラ

インを業容拡大を目的として平成16年3月

15日付で株式交換し、同社を完全子会社と

することについて決議いたしました。 

この株式交換に伴い当社普通株式44,448

株を新規発行し同社の株主に割当てを行う

予定であり、同社株1株につき交換される当

社株は46.3株であります。 

この新株発行によって、当社の資本金は

22,224千円増加する予定です。 

株式会社ロイヤル信販及び株式会社キューズネッ

トの完全子会社化について 

当社は平成16年8月30日開催の取締役会におい

て、消費者金融業を行う株式会社ロイヤル信販を、

平成16年9月3日開催の取締役会において結婚仲介

サイトを運営する株式会社キューズネットを業容

拡大の目的として平成16年10月12日付で株式交換

し、同二社を完全子会社とすることについて決議

いたしました。 

この株式交換に伴いそれぞれ、当社普通株式

7,626,000株及び4,974,000株を新規発行し、株式

会社ロイヤル信販及び株式会社キューズネットそ

れぞれの株主に割当てを行う予定であり、同社株1

株につき交換される当社株はそれぞれ31,000株及

び24,870株であります。この新株発行によって、

当社の資本金は38,000千円 及び25,000千円増加

する予定です。 

 

 

Myrice Limited.社の子会社化について 

当社は平成16年9月12日の取締役会において、ポ

ータルサイトの開発・運営並びにコンテンツ事業

を行うMyrice Limited. 社を株式取得により子会

社化することを決定致しました。 

株式譲渡契約書の締結日 平成16年10月5日 

取得株式数 160,000株  

(発行済株式総数 200,000株) 

取得株数対価 US$8,870,480.- 

 

 

弥生株式会社の完全子会社化について 

平成16年11月8日の取締役会において、ソフトウ

ェア事業拡張のため、業務用ソフトウェア及び関

連事業を行う弥生株式会社を株式取得・第三者割

当増資の全額引受及び株式交換により子会社化す

ることを決定致しました。 

（株式取得） 

株式譲渡契約書の締結日 平成16年 11月  8日 

取得株式数      議決権付普通株式 298,517株 

(発行済株式総数 607,685株) 

及び新株予約権11,457個 

取得株数対価   10,000,000千円 

(第三者割当増資の全額引受) 

第三者割当増資の引受日  平成16年 11月 25日 

引受株式数   議決権付普通株式 92,294株 

引受額              3,000,016千円 

（株式交換） 

株式交換契約締結予定日  平成16年 11月 25日 

株式交換予定日        平成16年 12月 16日 

取得株式数     議決権付普通株式 309,168株 

交換比率      株式会社弥生の普通株式1株に 

つき当社普通株式75.05株  

増加する資本金 資本金の額は増加させない 
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第１０期 第 1 四半期 

自平成１６年１０月 １日 

至平成１６年１２月３１日 

第９期 第 1四半期 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１５年１２月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ９月３０日 

累積保有株数 

㈱ライブドア ： 

1,756,760株 (発行済株式数の5.4%) 

㈱ライブドア・パートナーズ : 

9,720,270株 (発行済株式数の29.6%) 

合    計 ： 

11,477,030株 (発行済株式数の35.0%) 

 

当社は、当第1四半期連結会計年度末

日後、平成17年2月8日開催の取締役会

で、下記内容の平成22年満期ユーロ円

貨建転換社債型新株予約権付社債を

発行することを決議致しました。 

発行総額： 800億円 

発行価額 ： 本社債の額面金額の

100％（各本社債額面金額1億円） 

償還価額 ： 本社債額面金額100％ 

利率： 本社債には利息を付さない。 

償還期限： 平成22年2月24日 

払込期日及び発行日：平成17年2月24日 

資金使途 ： 当社のM&A資金等 

募集の方法： 第三者割当の方法（海

外における私募）により、全額をLehman

Brothers Commercial Corporation  

Asia Limitedに割当てる。 

 

担保又は保証： 

本新株予約権付社債には㈱ライブド

ア・パートナーズによる保証が付される。

発行する新株予約権の総数： 800個 

新株予約権の行使請求期間： 平成17

年2月25日から平成22年2月23日まで 

新株予約権の目的である株式の種類： 

当社普通株式新株予約権の行使に際

して払込をなすべき額： 

①本新株予約権の行使に際して払込

をなすべき額は、本社債の発行価額と

同額とする。 

②本新株予約権の行使に際して払込

をなすべき1株当たりの額（以下「転

換価額」という。）は、当初450円（以

下「当初転換価額」という。）とする。 

 

代用払込に関する事項： 

本新株予約権を行使しようとする

者の請求があるときは、その本新株予

約権が付された本社債の全額の償還

にえて本新株予約権の行使に際して

払込をなすべき額の全額の払込がな

されたものとし、かつ本新株予約権が

行使された際には、かかる請求がなさ

れたものとみなす。 

繰上償還条項： 

平成17年3月以降、額面金額に対す

る一定割合で表される償還金額によ

り繰上償還可能等、一定の場合に繰

上償還可能。 

 

 

 

 

子会社の合併について 

平成16年7月15日開催の取締役会において、当社

子会社であるバリュークリックジャパン株式会社

と株式会社イーエックスマーケティングが合併す

ることが決定致しました。 

 

合併期日  平成16年11月1日 

合併方式  バリュークリックジャパン株式会社

を存続会社とする吸収合併方式 

合併比率  株式会社イーエックスマーケティン

グの株式１株に対してバリュークリ

ックジャパン株式会社の普通株式8株

を割当てます。 

合併交付金 合併交付金の支払は行いません。 

 

ロイヤル信販への貸付金について 

平成16年10月12日付で株式交換し、完全子会社

となる株式会社ロイヤル信販に対して貸付を行うこ

とを決議致しました。 

取締役会決議日： 平成16年10月5日 

貸付金：     2,000,000千円 

目的：      運転資金 

返済期日：    平成17年10月6日 

利率：       3.0%（年率） 

 

取締役会決議日： 平成16年10月18日 

貸付金：     300,000千円 

目的：      運転資金 

返済期日：    平成17年10月18日 

利率：      3.0%（年率） 

 

 

ライブドアファイナンスへの貸付金について 

平成16年9月22日付で新設された子会社株式会社

ライブドアファイナンスに対して貸付を行うことを

平成16年10月21日開催の取締役会において決議致

しました。 

貸付金：    5,200,000千円 

目的：     運転資金 

返済期日：   平成17年10月20日 

利率：     3.0% (年率) 

 

新株予約権の発行について 

平成16年11月18日開催の取締役会において商法 

280条ノ20、商法280条ノ21の規定及び平成15年

12月19日開催の株主総会の決議に基づき新株予約

権の割当対象者及び割当数を決定致しました。 
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